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当社株主帰属四半期純利益：⾦属、⾷料、情報・通信、⽣活資材を中⼼に全営業セグメントで増益。
2015年度上期の2,127億円を上回る過去最⾼益 2,425億円。
進捗率：61%。下期型の当社としては、史上最⾼益4,000億円をほぼ⼿中に収めている。

当社は、他商社に先駆けて、安定的な⾮資源分野における利益の伸⻑を図ってきた。
⾮資源分野の利益：前年同期⽐＋191億円の2,073億円。上期としては、8年連続の過去最⾼益の更新。

当社は、商いの三原則である「稼ぐ・削る・防ぐ」を、当社内のみならず事業会社にまで徹底的に浸透させ、
⾚字事業の整理や経費の削減等、経営改善に取組んでいる。
その結果、
事業会社損益：8年前の2009年度上期 521億円から、2017年度上期は4倍以上の2,268億円。
事業会社数：423社から304社へ28%削減、⿊字会社⽐率は66.2%から81.3%と⼤きく向上。
売総経費率：2009年度上期 87.4%から、2017年度上期 74.2%となり、13.2%の改善。

総合商社業界は、他の業種⽐、株式市場の評価が極めて低い。
PER：⼩売業の平均は30倍近く、東証⼀部上場企業の平均でも20倍に近いのに対し、
総合商社は全て10倍を切る⽔準。

これは、各商社が期初に公表した予算と、資源価格に左右された決算との振れ幅が余りにも⼤きいため、
経営に対する信頼感が得られていないことが⼀因と考える。
当社は、如何なる経済環境においてもコミットした予算は必ず達成するという「有⾔実⾏」の経営を実践してきたが、
それは株式市場に対する⼀定の信頼感にも繋がっていると認識している。
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この表はBrand-new Deal 初年度 2010年４⽉以降の1年毎の株価上昇率。

伊藤忠商事の株価は、程度の差こそあれ、毎年上昇。
他商社は年度によって不安定な動き。

三菱商事、三井物産は8年間で4勝４敗、住友商事、丸紅は５勝３敗だが、当社は８戦全勝。
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伊藤忠商事の株価上昇率 2.4倍に対し、他商社は全て1倍台に留まっている。

2010年度は、時価総額で上位商社に⼤きく⽔を空けられていたが、
2012年には住友商事を抜いて３位、
今年の８⽉には三井物産を抜いて２位、その差を更に3,000億円超にまで広げている。

⾸位の三菱商事との時価総額の差も、2010年度の3兆円から、今では1兆円を切るまでに縮まった。

2017年も、当社の株価は年初より25%以上の上昇を⽰し、総合商社トップの上昇率。
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当社グループ社員には「気の緩み」が⽣じないよう⽇々⾔い聞かせている。

経営者としては、単なる利益⽬標だけでなく、成⻑の質や働き⽅等、様々な⾯でリードし、
世の中の⼿本となる施策を打ち出していくことも⼤切と考える。

定着して久しい「朝型勤務」や「110運動」、今年発表した「がんとの両⽴⽀援施策」、「脱スーツ・デー」といった
⼀連の施策は、「働き⽅改⾰」を推進し、社員⼀⼈ひとりの意識改⾰を促す、当社が「無数の使命」を担った
「商⼈」として、あるべき姿を追求していくための施策。

当社の「稼ぐ・削る・防ぐ」を伝えた広告が、今年も⽇経広告⼤賞を受賞。
過去４年のうち３回 受賞の快挙。
官公庁・⺠間を問わず、当社の施策が評価されることは⼤変喜ばしく、今後も当社のみならず、
総合商社全体の価値向上にも貢献していきたい。
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当社株主帰属四半期純利益：前年同期⽐+20％の 2,425億円。上半期として過去最⾼益を更新。
⾦属、⾷料、情報・通信、⽣活資材を中⼼に基礎収益が伸⻑したことが⼤きい。

年間⾒通し：4,000億円は変えていない。
進捗率：61％。極めて好調に推移。

⾮資源分野の利益：前年同期⽐+191億円の2,073億円。上期として過去最⾼。

⼀過性損益：約420億円。
基礎収益：約2,010億円程度で、前年同期⽐+約300億円。上期として最⾼益。

事業会社損益：2年連続で過去最⾼益を更新。

実質営業キャッシュ・フロー：2,100億円。上半期として過去最⾼を更新。

株主資本：2兆6,000億円を初めて超えた。
株主資本⽐率：30％を超え、過去最⾼。
NET DER：営業取引の収⼊と着実な資⾦回収により借⼊⾦の返済を進め、0.91倍と過去最⼩。

為替のインパクトは今期はほとんどなかった。前提条件からのブレはほとんどなかった。

通期⾒通し：年初5/2公表のものを変えていない。
配当：下限配当64円を保証。配当フォーミュラも変えていない。引き続き年間64の配当予想を維持。
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全セグメントが前年同期⽐増益。全セグメントが上期の社内予算をクリア。

⾦属：鉄鉱⽯・⽯炭価格が前年対⽐で上昇し、鉄鉱⽯事業における販売数量等の増加に加え、コロンビアでの
⽯炭事業からの配当認識。

住⽣活：インドネシアの天然ゴム関連事業、北⽶でフェンス事業を⾏うMaster Halco等の好調。
イギリスのETELは経費削減およびタイヤ事業が好調。フィンランドとブラジルの海外パルプ事業は、針葉樹・広葉樹
ともに前年対⽐で10%程度の市況増に加え、トレードの活発化により増益基調。資産運⽤会社の売却益。

⾷料：前年度はFMとユニーの統合で再評価益 約170億円。今期は中国で⾷⾁関連事業を⾏う⿓⼤⾁⾷の
株式⼀部売却益 約180億円。FM向けの⽣鮮⾷料品や、国内⾷糧関連の取引増。
FM・ユニーの統合による持分取込増。HyLifeとプリマハムも好調。全分野で順調。
Doleは灌漑設備や品種改良等⼿をかけ、バナナの⽣産量増、経費削減等の努⼒により、前年対⽐増益。

繊維：対⾯業界は引き続き厳しいが、経費削減等、前年対⽐で⼯夫をした結果、増益。

機械：単体で⾏っている航空機ビジネスや、航空機リース関連のビジネス等が好調。
プラント関連、特に環境関連の欧州・北⽶のIPPのビジネス等での収益が順調に推移。
昨年は船舶市況の低迷があり、その反動増もあり。

化学品：伊藤忠プラスチックス、伊藤忠ケミカルフロンティア、今年統合したタキロンシーアイ等、国内事業会社が
極めて堅調。
エネルギー：伊藤忠エネクスが電⼒事業およびカーライフ事業の好調により増益基調。海外は原油・重油の取引を
⾏っているIPC Singapore, IPC Europe等のトレードビジネスは低調。上流分野ではアゼルバイジャン、
サハリン等の権益ビジネスそのものは順調ではあったものの、アゼルバイジャンの船積み数量が若⼲減少。

その他及び修正消去：CITICの取込損益は17/上期 436億円、16/上期 415億円。予算外の特殊利益
(サッカークラブの売却)等あり。CITIC Corporationは中国の⾦融事業、特にCITIC Bank他の⾦融事業が
堅調に推移。
CPPの取込損益は17/上期 マイナス13億円、16/上期 32億円。豚⾁事業が、市況の極端な下落、⽣産過剰、
ベトナム産豚⾁の⼝蹄疫、ベトナム産豚⾁の飼育に関する成⻑剤の取扱いにつき、中国が輸出禁⽌としたため、
若⼲数字の落ち込み。市場については回復数値にあり、年間ベースでは回復をある程度期待。
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実質営業キャッシュ・フロー：2,100億円。堅調に稼ぐ⼒を⽰している。

実質フリー・キャッシュ・フロー：中計で毎年1,000億円以上にすると公表した。
2017年度は更に1,000億円以上+αを⽬指すと公表。
上期の実績は1,050億円であり、順調に推移。
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総資産：前年度末⽐ +約5,000億円の約８兆6,500億円。
為替のインパクトが約730億円含まれている。
USD/円よりも、ポンド/円とユーロ/円等のインパクトが含まれる。

ネット有利⼦負債：前年度末⽐ +約400億円の2兆3,700億円。
現預⾦⽔準をできるだけ絞って借⼊⾦返済をしたため、グロスベースではある程度の⾦額がセーブできている。

年度末⾒通しのNET DER：0.9倍、ROE：15.8%に向け、順調に推移している。
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今年度当初、経営計画は約350億円の⼀過性損益を含み4,000億円と伝えていた。
上期の⼀過性損益：420億円。ほぼこれで年間計画を使い切った。

有価証券損益関連：中国の⽣鮮⾷料関係(⿓⼤⾁⾷)の売却に関わる評価利益 約180億円、
タキロンシーアイの統合によるバーゲンパーチェイス益 約30億円、
ファンドの運⽤を⾏う資産運⽤会社の株式売却益 約20億円。

持分法投資関連：CITICの関係会社投資に係る利益(サッカークラブの売却) 約80億円、
フィンランドとブラジルのパルプ関連事業に係る税⾦費⽤の減少 約55億円
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⽣活消費関連：ユニー・ファミリーマートホールディングス株式の追加取得、不⼆製油グループ本社株式の追加取得。

基礎産業関連：北⽶IPPのempireガス⽕⼒発電事業に対する投資の実⾏、ヤナセの⼦会社化。

資源関連：いずれも固定資産、設備投資。オーストラリアのIMEAの設備投資、オイル＆ガスのACGの設備投資等。

EXIT：⿓⼤⾁⾷の株式⼀部売却、各分野での融資債権の回収等。
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